とやま米粉商品開発支援事業費補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、富山県補助金等交付規則（昭和３７年富山県規則第１０号。以下「規則」という。）第２１条の規定に基づき、とやま米粉商品開発支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

　（補助金の交付）

第２条　知事は、富山県産米の消費拡大を目的とし、県産米粉の利用拡大を図るため、とやま米粉商品開発支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）に定める事業に要する経費に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとする。
　（交付の対象経費及び補助率等）
第３条　補助金の交付の対象経費、補助率、補助金の限度額及び補助対象期間は、別表のとおりとする。

　（交付申請書）

第４条　規則第３条に規定する補助金交付申請書の様式は、別記様式１のとおりとする。
　２　事業実施主体は、前項の申請書を提出するにあたって、当該補助金に消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。
　　　ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明らかでない場合については、この限りでない。

　（交付条件）

第５条　規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。
（１）補助事業の総事業費の20パーセント以上の変更をする場合は、知事の承認を受けること。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告して、その指示を受けること。

（４）補助事業者は、補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした帳簿その他の証拠書類を整理し、補助事業完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存しておくこと。

　（変更、中止・廃止承認申請書）

第６条　第５条第１号に規定する補助事業の内容の変更、又は同第２号に規定する補助事業の中止もしくは廃止の承認の申請は、変更、中止・廃止承認申請書（別記様式２）によるものとする。

　（実績報告書）

第７条　規則第１２条に規定する実績報告書の様式等は、別記様式３のとおりとする。
２　第４条第２項ただし書により交付の申請をした事業実施主体は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部を返還しなければならない。
３　前項の実績報告書の提出期限は、事業完了の日から３０日以内又は交付決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日とする。

　（補助金の概算払）

第８条　補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（別記様式４）を知事に提出しなければならない。

　（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

　　附　則

この要綱は、令和５年６月１日から施行する。
　　附　則

この要綱は、令和６年５月１日から施行する。

別表（第３条関係）
	区分
	補助対象経費※1,2
	補助率
	補助金の

限度額

	とやま米粉商品開発支援事業
	（１）商品開発費（試作品の原材料費、機械費、調査経費を含む） 等

①食品表示変更に伴う包材資材の更新（デザイン作成等の初期費用。ただし、廃棄包装資材相当数分に限る）

②商品 PR 費

③機械導入費

④製造ラインの変更・増設費

（２）商品の市販段階における原材料費（販売促進のための一定期間）等の一時的経費 等
	事業に要する経費の実支出額の２分の１以内

(千円未満の端数がある場合は、当該端数を切り捨てた金額）
	1,000千円




※１　領収書、積算証明書等の支出内容を確認できるものに限る。

※２　経常的な経費（事務所費等賃借料、光熱水道費等）は補助対象外とする。
